















要 7 か国（G7）の教育相に EU、OECD の代表も含めた「G7 教育大臣会合」
























日は、2016年 11月 30日である。 















                                                                  






東信堂, 2012, p.528.以下を参照。 















う意味での政治教育が、ドイツでは目指されている（以上、G. Himmelmann, Zukunft, 























                                                                  








（2016年版）, 有斐閣, 2016. を参照。 


























































図 1：欧州 2020と ET 2020 
（出典）Lieve Van den Brande, European Commission, DG Education and Culture, The future 












・4歳から義務教育が始まるまでの子どもの 95％が就学前教育を受ける。  
・早期学校離学者13を 10％以下とする。  
                                                                  
11 ボローニャ・プロセス、コペンハーゲン・プロセスについては、前掲拙著 p.235.以
下を参照。 
12 European Commission, Key Data on Education in Europe 2012, Education, Audiovisual 












・ 30-34歳人口の少なくとも 40％は、高等教育に到達しているものとする。 

















（1）母語によるコミュニケーション（communication in the mother tongue） 
（2）外国語によるコミュニケーション（communication in foreign languages） 
（3）数学のコンピテンス、科学・技術の基礎的なコンピテンス（mathematical 
competence and basic competences in science and technology） 
（4）デジタル・コンピテンス（digital competence） 
（5）学び方の学習（learning to learn） 
（6）社会的・市民的コンピテンス（social and civic competences） 
（7）自発性と企業家精神（sense of initiative and entrepreneurship） 






民社会、コミュニティおよび／または政治に参加すること」（Participation in civil 
society, community and/or political life, characterised by mutual respect and 







                                                                  
14 Recommendation 2006/962/EC of the European Parliament and of the Council of 18. 
December 2006 on key competences for lifelong learning. 
15 Bryony Hoskins, et al., Measuring Active Citizenship in Europe, 2006, p.10. 
16 Study on Active Citizenship Education, DG Education and Culture, Final Report, 2007, p.68. 
EUのアクティブ・シティズンシップに関する邦語論文として、澤野由紀子「アクテ
ィブ・シティズンシップとヨーロッパ」近藤孝弘編『統合ヨーロッパの市民性教育』





















































                                                                  
17 同憲章の翻訳・解説は、山口和人・岡久慶「翻訳・解説：欧州連合基本権憲章」国
























                                                                  




































                                                                  
20 たとえば移民生徒の割合は、ハンブルク 48.0％、ベルリン 42.9％といった具合に都
市部では半数近くを占めている（ Heimatforum:Dokumenterarchiv[http://www. 
heimatforum.de/]を参照）。 
21 詳細は前掲拙著、p.495. 以下を参照。 
-98- 
表 2：全人口に占める外国人の割合 
（出典）Commission of the European Communities, king document, Progress Towards the 
Common European Objectives in Education and Training, Indicators and 









（出典）European Commission, Key Data on Education in Europe 2012, 2012, p.73.  
 
図 6：OECD による学力調査の結果（読解力，2003年） 





































                                                                  
22 連邦政治教育センター（Bundeszentrale für politische Bildung） のホームページに掲
























連邦議会で行った「第二次世界大戦終結 40周年記念演説」（1985年 5月 8日）
がよく知られている。彼は次のように言っている25。 
「今日の人口の大部分はあの当時子どもだったか、まだ生まれてもいません
                                                                  






























現在にも盲目となる」（Wer vor der Vergangenheit die Augen verschließt, wird 







                                                                  
26 鈴木晶子著『教育文化論特論』放送大学教育振興会, 2011. p.98.以下を参照。 
















オルク・エッカート国際教科書研究所（Georg-Eckert-Institut für internationale 
Schulbuchforschung）である28。この研究所は、歴史学者のゲオルク・エッカ























































                                                                  
31 歴史科の別の出題例として、拙稿「ドイツの高大接続―大学入試はない」『大学マネ

























2.                                                                             
東ヨーロッパと西ヨーロッパにおけるドイツの占領政策の共通性と相違に
ついてその特徴を明らかにしなさい！ 
3.                                                                            
ポツダム協定にもとづいた脱ナチ化の目的とアメリカ合衆国とソ連による
協定の実行についてその特徴を浮かび上がらせなさい！ 







































































                                                                  
32 アビトゥーア試験の各問題には、採点者のために「採点上の手引き」（Hinweise zur 



























































































［付記］本稿は、東京家政大学免許状更新講習（2016 年 8 月 16・17 日）で
行った「世界の教育動向とわが国の教育施策」の講義内容をもとに加筆し、
注釈を施したものである。貴重な機会を与えていただいた東京家政大学・走
井洋一教授に謝意を表したい。 
